
 

役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名  ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申 請 時 

役  員  数 人 人 人 人 人 人 

 ⑴ 最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数 
人 人 人 人 人 

人 

⑵ 最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数 

人 人 人 人 人 

人 

 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

ⓐ ⓑ ⓒ ⓓ ⓔ 申請時 
就任・退任 

年月日 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

（注意事項） 

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55 条第 1項に基づく書類（役員報酬規程等提出書類）に記載した事 

項について、改めて記載する必要はありません。 

 

 

 

 

○ 全役員の親族関係を確認してください。                    

○ 最も人数が多い「親族グループ」・「特定法人等グループ」で判定します。 

仮に複数の「親族グループ」等が存在する場合であっても、これを合算して算定する

必要はありません。 

○ 「役員の内訳」については、ⓐからⓔの各事業年度及び申請時までの間に役員として

在籍した全ての者について記載します。なお、上記期間において役員の就任、退任の事

実がある場合には、総会議事録、年間役員名簿、登記事項証明書等により「就任・退任

年月日」を記載してください。 

 ※ 監事も役員に含まれます。 

※ 初回申請の場合は、実績判定期間に係る事業年度が２事業年度となりますので、ⓓ及びⓔ

欄に記載してください。 

○ 「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」

のどのグループに属している役員か分かるように記載してください。 

○ 「役員数」は、実績判定期間に係る各事業年度末及び申請時における役員数を記載し

てください。また、「役員の内訳」の各事業年度末の役員数と一致しているかチェック

してください（役員が事業年度中に退任した場合には、「役員の内訳」の「○」の数と

一致しないこととなります。）。 

※ 初回申請の場合は、実績判定期間に係る事業年度が２事業年度となりますので、ⓓ及びⓔ

欄に記載してください。 

 


